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──はじめに
研究の目的
近年、ミャンマーが最後のフロンティアとして世界的に注目を集めている。ミ
ャンマーは長年軍政下にあり、欧米諸国から経済制裁を受け、経済発展から取り
残されてきた。しかし、2011 年軍政から民政に移管し、翌年アメリカが順次制
裁を緩和したことにより、欧・米・日本企業が進出を始めた１）。ミャンマーの魅力
は安価で豊富な労働力、手つかずの 5000 万人の市場、中国とインドに隣接し、
タイからインドへのルートとなる地政学的位置にある。企業進出ブームと言われ
るほど注目を集めるミャンマーであるが、1 人当たりＧＤＰは 824 ドル（2012
年）と経済は低開発水準にある。発展途上国にとっていかに人材を育成するかは
経済発展の重要な課題である。
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研究プロジェクト：ミャンマーにおける企業の人材育成に関する調査研究
ミャンマーにおける企業の人材育成の現状
現地企業と日系・中国系・韓国系企業の比較を中心に
鈴木岩行 所員／経済経営学部教授
張　英莉 埼玉学園大学教授
──────────────────
１）ミャンマーを扱ったものとしては次のようなものがある。「新生ミャンマーの潜在力」（『ジェトロセン
サー』2011 年 7 月号）、「ミャンマーが熱い：浮上するアジア最後の“秘境”」（『日経ビジネス』2012 年
1 月 23 日）､「新興メコンの実力　本格始動するアジアのニューフロンティア」（『ジェトロセンサー』
2012 年 3 月号）、「中国の次のアジア」（『日経ビジネス』2012 年 6 月 4 日）､「民主化で脚光浴びるミ
ャンマー」（『週刊 東洋経済』2012 年 9 月 15 日）、「ミャンマーを読み解く 12 要素 経済制裁解除、成
長へ」（『日経ビジネス』2012 年 10 月 22 日）､「過熱するミャンマー進出ブーム　インフラ課題も親
日度はアジア随一」（『エコノミスト』毎日新聞社､2012 年 10 月 23 日号）､「ミャンマー　製造メー
カーの進出に遅れ」（『ジェトロセンサー』2013 年 2 月号）、「検証　ミャンマーブーム」（『ウエッジ』
2013 年 7 月）､「対ミャンマー・ビジネスが本格始動」（『ジェトロセンサー』2013 年 10 月号）、
「ASEAN･南西アジアのビジネス環境 ミャンマー ブーム下でも多くの課題が」（『ジェトロセンサー』
2014 年 7 月号）｡
ミャンマーにおける調査について
将来経済発展が期待されるミャンマーでは、企業で「コア人材」（一般的なコア
人材ではなく、筆者がアジア各国で調査・研究している「将来企業で中核を担うと目され、
早期に選抜・登用される人材」のことである）が非常に必要とされると考えられる。
しかし、ミャンマーで人材育成がどのように行われているかは明らかになってい
ない。そこで、現地企業とミャンマーへの進出が多い日本・中国・韓国の各国企業
でコア人材がどのように育成（選抜・活用・定着を含む）されているかを調査し、比
較・検討することとした。今回のミャンマーでの調査は、他の国での調査と同様
にアンケートとヒアリングで行った。ミャンマーの現地企業は 2014 年 11 月、
日系企業は 2013 年 11 月、中国系企業および韓国系企業は 2015 年 2 月（以下、
日系企業は日系、中国系企業は中国系、韓国系企業は韓国系と略す）、アンケート用紙
を送付し、ミャンマー企業 21 社、日系 12 社、中国系 4 社、韓国系 5 社から回
答を得た｡
また、ヒアリング調査はアンケートに回答した企業から日系 6 社２）、現地企業
6 社３）、中国系 4 社、韓国系 5 社４）に実施した。
1──アンケート調査について
［1］回答企業の現状
回答企業の現状は表 1～5 のとおりであるが、コア人材の育成に関係すると思
われる項目を見たい。
1、本社の規模
本社の規模を見ると、300 人以上の大企業は日系（58.3％）と中国系
（75.0％）は多いが、韓国系（0.0％）は少ない。（表 2）
2、現地（子）会社の規模（ミャンマー企業以外は、現地子会社）
300 人未満の小規模な企業がミャンマー企業（78.9％）、日系（91.7％）、中国
系（75.0％）は圧倒的に多い。対照的に韓国系は 300 人以上の大規模なもの
が 80.0％である。（表 5-1）
3、会社の設立されてからの期間
設立してから 10 年以上がミャンマー企業（70.5％）、中国系（75.0％）、韓国
系（60.0％）は過半数であるが、日系企業は 10 年以下のものが過半数
（58.3％）で新しい企業が多い。（表 3）
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２）鈴木岩行「ミャンマーにおける日系企業のコア人材育成」『和光経済』第 47 巻第２号、2014 年
３）鈴木岩行「ミャンマー企業におけるコア人材育成」『和光経済』第 48 巻第１号、2015 年｡ミャンマー
企業のヒアリングは鈴木が通訳を通して行った。
４）中国系企業のヒアリングは張英莉が、韓国系企業のヒアリングは黄八洙が行った。
次に、アンケートに回答した各国企業の現状を①本社の規模（表 2）、②現地
（子）会社の規模（表 5-1）、③設立年数（表 3）、④業種（表 1）、⑤企業形態（表 4-1）、
⑥進出目的（表 4-2）の順に見る。
1．ミャンマー企業
①企業規模は②の日中韓の現地子会社と比較した。
②回答企業は 300 人未満の小規模な企業が大多数を占めている（78.9％）。
③企業が設立されてからの年数は、10 年以上のものが圧倒的に多い（70.5％）。
④回答企業の業種はサービス・ホテル・飲食店業が最も多く（47.8％）、消費関連
製造業が続く（23.8％）。
⑤私営企業が圧倒的に多く（76.2％）、内訳は株式会社と個人企業が同率であ
る。
⑥は現地企業のため設問なし。
2．日系企業
①本社の規模は 300 人以上の大規模な企業が 58.3％を占める。
②現地子会社は 300 人未満の小規模な企業が圧倒的多数を占めている
（91.7％）。
③企業が設立されてからの年数は、10 年以内のものが 58.3％を占め、比較的
新しい企業が多い。
④本社の業種は機械関連製造業が最も多く（25.0％）、次いで消費関連製造業と
卸売・小売業（ともに 16.7％）であり、製造業が全体の 41.7％で、5 割以下で
ある。
⑤企業形態は単独出資が過半数を占めている（58.3％）。
⑥進出目的は 1 位が現地市場、2 位が安価な労働力、3 位が情報収集である。
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                                                    ミャンマー       日系                中国系             韓国系
1､消費関連製造業                                  23.8                16.7                  0.0                60.0
2､素材関連製造業                                    4.8                  0.0                  0.0                  0.0
3､機械関連製造業                                   0.0                25.0                  0.0                  0.0
4､卸売・小売業                                       4.8                16.7                25.0                20.0
5､金融・保険業                                       4.8                  8.3                  0.0                  0.0
6､建設・不動産業                                    4.8                  8.3                  0.0                  0.0
7､情報・メディア業                                 0.0                  8.3                  0.0                  0.0
8､サービス･ホテル･飲食店業                   47.8                  8.3                25.0                  0.0
9､運輸・通信業                                      0.0                  0.0                50.0                  0.0
10､資源･エネルギー関連業                         0.0                  0.0                  0.0                  0.0
11､その他                                               9.5                  8.3                  0.0                20.0
表１　本社の業種（％）
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                                                    ミャンマー       日系                中国系             韓国系
16年以上前                                            52.9                33.3                25.0                40.0
11～15年前                                            17.6                  8.3                50.0                20.0
6～10年前                                             11.8                  0.0                25.0                  0.0
5年以内                                                 17.6                58.3                  0.0                40.0
表3　現地（子）会社　設立年（％）
                     ミャンマー                                      日系                中国系             韓国系
国営企業                  4.8                   多数合弁                16.7                50.0                  0.0
株式会社                38.1                   少数合弁                  0.0                  0.0                  0.0
個人会社                38.1                   単独出資                58.3                50.0                 100
その他                   17.0                      その他                25.0                  0.0                  0.0
表4-1　現地（子）会社　企業形態（％）
                                                                         日系                中国系             韓国系
300人未満                                                                   41.6                25.0               100.0
300人以上                                                                   58.3                75.0                  0.0
表2　本社の規模（％）
                                                                         日系                中国系             韓国系
1､安価な労働力                                                           28.3                11.5                38.7
2､現地市場                                                                 30.0                53.8                  6.5
3､第三国への輸出                                                         8.3                15.4                32.3
4､逆輸入                                                                     3.3                  0.0                12.9
5､本社等関連企業との関係                                             3.2                  7.7                  3.2
6､法的・税制等の優遇措置                                             4.8                  0.0                  6.5
7､情報収集                                                                 21.7                11.5                  0.0
表4-2　進出目的（％）
１位を３点、２位を２点、３位を１点として合計点を計算し、各項目の合計点に占める割合を算出した
                                                    ミャンマー       日系                中国系             韓国系
300人未満                                             78.9                91.7                75.0                20.0
300人以上                                             21.1                  8.3                25.0                80.0
表5-1　現地（子）会社の従業員数（％）
                                                                         日系                中国系             韓国系
1､人件費総額の決定                                                     2.33                1.50                2.80
2､固定資産の購入･処分                                                1.91                1.25                2.80
3､生産販売量の決定                                                     2.44                2.00                2.60
4､利益処分・再投資                                                     1.67                1.04                2.60
5､貸付･借入･債務保証                                                  1.35                1.25                2.00
6､現地法人の役員人事                                                  1.44                1.75                2.20
7､新事業の企業化                                                        1.70                1.25                3.00
8､現地広報活動                                                           1.89                2.25                2.25
表5-2　現地子会社としての権限
全くないを０点、あまりないを１点、どちらかというと多いを２点、非常に多いを３点とし、回答企業の平均をとった。
3．中国系企業　
①本社の規模は 300 人以上の大規模な企業が 75.0％を占める。
②現地子会社は 300 人未満の小規模企業の比率が多数を占めている（75.0％）。
③企業が設立されてからの年数は、10 年以上のものが 75.0％を占める。
④本社の業種は運輸・通信業が最も多く（50.0％）、次いで卸売･小売業とサービ
ス・ホテル・飲食店業（各 25.0％）である。
⑤企業形態は単独出資と合弁が半数ずつである（50.0％）。
⑥進出目的は 1 位が現地市場、2 位が第三国への輸出、3 位が安価な労働力と
情報収集である。
4．韓国系企業　
①本社の規模は 300 人未満の小規模な企業が 100％を占める。
②現地子会社は 300 人以上の大規模企業の比率が圧倒的多数を占めている
（80.0％）。
③企業が設立されてからの年数は、10 年以上のものが 60.0％を占める。
④本社の業種は消費関連製造業が最も多く（60.0％）、次いで卸売･小売業（20.0％）
である。
⑤企業形態は単独出資が 100％である。
⑥進出目的は 1 位が安価な労働力、2 位が第三国への輸出、3 位が逆輸入で、
現地市場は進出目的の 10％以下である。
［2］コア人材の育成について
1．コア人材育成の4か国全体の状況
ここから回答企業がコア人材の育成にどのように取り組んでいるかを①充足度、
②採用方法、③決定時期、④昇進させる職位、⑤育成施策の実施率、⑥選抜要件、
⑦キャリア形成パターン、⑧定着施策、⑨受け入れ度の順に見ると以下のとおり
である。
①コア人材の充足度（表 6）（10％以上不足を−2 点、5％以上不足を−1 点、十分であ
るを 0 点、5％以上余剰を 1 点、10％以上余剰を 2 点として計算）
4 か国全てで「十分である」の 0 以下で不足傾向である。ミャンマー企業
（−1.06）、中国系（−1.00）、韓国系（−1.20）は相対的に不足感は弱いが、日系
企業（−1.83）はかなり不足感が強い。
②コア人材の採用方法（表 7）（選択肢 8、全くないを 0 点、あまりないを 1 点、ど
ちらかというと多いを 2 点、非常に多いを 3 点とし、回答企業の平均を取った）
自社で育成しない「5、本社からの派遣・出向」と「6、関連企業等からの
出向・転籍」を見ると、日系は（1.10、0.30）、韓国系が（0.75、1.00）で少ない
が、中国系は「5、本社からの派遣・出向」が 2.50 と高く、「6、関連企業等か
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                                                    ミャンマー       日系                中国系             韓国系
1､ 新規学卒者定期採用                           2.00                0.70                1.25                0.50
2､ 新聞、求人雑誌等による採用               1.37                1.58                2.25                1.40
3､ 職業紹介機構を通じて採用                  1.19                1.36                1.50                1.40
4､ 他社からヘッドハント                        0.53                0.45                0.75                0.50
5､ 本社からの派遣・出向                        0.47                1.10                2.50                0.75
6､ 関連企業等からの出向・転籍               0.29                0.30                1.50                1.00
7､ 社員による紹介                                 2.21                1.82                2.00                2.00
8､ インターネットによる採用                  0.93                0.52                2.50                0.80
表7　現地コア人材の採用方法
全くないを０点、あまりないを１点、どちらかというと多いを２点、非常に多いを３点とし、回答企業の平均をとった。
                                                    ミャンマー       日系                中国系             韓国系
1､ 語学力                                             16.7                16.7                52.2                26.7
2､ 学歴（含資格､学位）                          21.4                  5.6                21.7                  6.7
3､ 社内での実績                                      8.7                  2.8                  0.0                  0.0
4､ 社内外の過去の実績                             5.6                  4.2                  0.0                  3.3
5､ 将来性                                               3.2                13.9                  0.0                  0.0
6､ 人柄                                                  1.6                13.9                  8.7                10.0
7､ リーダーシップ                                   5.6                16.7                  0.0                  3.3
8､ 実行力                                             11.9                15.3                  4.3                16.7
9､ 専門性                                             13.5                  6.9                13.0                10.0
10､ 問題解決力                                         7.9                  2.8                  0.0                23.3
11､ 洞察力                                               4.0                  1.4                  0.0                  0.0
表8　コア人材の選抜要件（％）
選択肢11、うち３つ回答。
１位を３点、２位を２点、３位を１点として合計点を計算し、各項目の合計点に占める割合を算出した。
10％以上不足を－２点、5％を－１点、十分であるを０点、５％以上余剰を１点、10％以上余剰を２点とし、回答企業の平均をとった。
                                                    ミャンマー       日系                中国系             韓国系
現地コア人材のの充足度                         -1.06               -1.83               -1.00               -1.20
表6　現地コア人材のの充足度
                                                    ミャンマー       日系                中国系             韓国系
1､ 現地（子）会社直属上司                       4.5                  0.0                  0.0                  0.0
2､ 現地（子）会社人事部門                       9.1                  0.0                  0.0                  0.0
3､ 現地（子）会社の特別委員会                 0.0                  0.0                  0.0                  0.0
4､ 現地（子）会社社長･役員                    81.8                83.3                75.0                 100
5､ 本社人事部                                         2.5                16.7                25.0                  0.0
表9　コア人材の対象者を最終的に決定するもの（％）
選択肢５、うち１つ回答。
らの出向・転籍」も 1.50 となっている。
③コア人材選抜の決定時期（表 10）（選択肢 5、うち 1 つ回答）
コア人材選抜の決定時期を見ると、ミャンマー企業（81.0％）、中国系
（75.0％）、韓国系（80.0％）は 3 年以内に大部分が決定されるが、日系企業
は 58.3％で過半数は超えているが、選抜時期は最も遅い｡
④コア人材を昇進させる職位（表 13）（選択肢 4、「全くない」を 0 点、「あまりない」
を 1 点、「どちらかというと多い」を 2 点、「非常に多い」を 3 点とし、回答企業の平
均をとった）
昇進させる職位を部長（ＧＭ）クラスで見ると、ミャンマー企業（1.47）、
日系（2.10）、中国系（1.00）、韓国系（1.80）で日系の昇進率が最も高い。日
系は役員クラスまでは高い（1.70）が、社長は最も低い（0.60）。ミャンマー
でも日系は部長クラスまでは昇進率が高いが、社長は最も低いという結果と
なった。
⑤コア人材育成の施策（表 11）（選択肢 4、「全く実施していない」を 0 点、「あまり
実施していない」を 1 点、「どちらかというと実施している」を 2 点、「大いに実施し
ている」を 3 点とし、回答企業の平均をとった）
ミャンマー企業では、1 位コア人材を意識したキャリア形成（2.22）、2 位
コア人材を意識した能力開発プログラム（1.93）、3 位社外の研修機関（大学
を含む）への派遣（1.47）となり、実施率の最も低いものでもほぼ中位数に
届いており、コア人材育成策の実施率は比較的高い。中国系は最高が 2.25
（コア人材を意識したキャリア形成）、最低でも 1.50（本社へ出向させ上位の職務
を経験させる）でミャンマー企業よりも実施率が高い。一方、日系は最高で
も 1.36（コア人材を意識したキャリア形成）で実施率は低い。韓国系は最高で
も 0.80 で日系よりも低い。
⑥コア人材選抜の要件（表 8）（選択肢 11、うち 3 つ回答、1 位を 3 点、2 位を 2 点、
3 位を 1 点として合計点を計算し、各項目の合計点に占める割合を算出した）
上位 3 つを見ると、ミャンマー企業は学歴（21.4％）、語学力（16.7％）、専
門性（13.5％）、である。日系は語学力とリーダーシップ（16.7％）、実行力
（15.3％）、中国系は語学力（52.2％）、学歴（21.7％）、専門性（13.0％）、韓国
系は語学力（26.7％）、問題解決力（23.3％）、実行力（16.7％）である。ミャン
マー企業との共通点は、日系企業は語学力 1 つ、韓国系も語学力 1 つであ
るが、中国系は順番は異なるがミャンマー企業と 3 つとも同じである。
⑦コア人材の今後のキャリア形成パターン（図 1）（選択肢 3、パターン 1：一定年
齢までに幅広い職務を経験し、将来の中核となる人材を育成するキャリア、以下幅
広いキャリアと略す。パターン 2：一定年齢までに一つの職務で専門性を身につけ、
その分野のプロフェッショナルを育成するキャリア、以下プロフェッショナルと略
す。パターン 3：一定年齢まで狭い範囲の職務を経験し、企業内スペシャリストを育
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                                                    ミャンマー       日系                中国系             韓国系
1､ 入社時                                               0.0                16.7                  0.0                20.0
2､ 入社後１年以内                                 38.1                16.7                25.0                40.0
3､ 入社後１～３年                                 42.9                25.0                50.0                20.0
4､ 入社後３～５年                                   0.0                16.7                25.0                20.0
5､ 入社後５年以上                                 19.0                25.0                  0.0                  0.0
表10　コア人材の対象者を最終的に決定する時期（％）
選択肢５、うち１つ回答。
                                                    ミャンマー       日系                中国系             韓国系
1､ 社外の研修機関（含大学）への派遣        1.47                1.00                1.75                0.80
2､ コア人材を意識した能力開発プログラム  1.93                1.33                2.00                0.80
3､ コア人材を意識したキャリア形成          2.22                1.36                2.25                0.80
4､ 本社へ出向させ上位の職務を経験させる    －                1.00                1.50                0.20
表11　コア人材の育成施策
選択肢４、全く実施していないを０点、あまり実施していないを１点、どちらかというと実施しているを２点、大いに実施してい
るを３点とし、回答企業の平均をとった。
職　　　種                                 ミャンマー       日系                中国系             韓国系
1､ 営業                                                2.47                2.36                2.67                2.40
2､ 総務・人事                                       2.07                2.18                1.67                2.00
3､ 財務・経理                                       2.33                2.36                2.67                2.20
4､ 開発・設計                                       1.85                2.11                1.67                1.60
5､ 生産・技術                                       2.19                2.40                1.67                2.20
6､ 法務・特許                                       1.86                1.50                2.33                1.20
表12　コア人材を必要とする職種
選択肢６、全く必要としないを０点、あまり必要としないを１点、どちらかというと必要を２点、非常に必要を３点とし、回答企
業の平均をとった。
昇進させる職位                           ミャンマー       日系                中国系             韓国系
1､（子）会社部長クラス                         1.47                2.10                1.00                1.80
2､（子）会社役員クラス                         1.00                1.70                0.75                1.20
3､（子）会社社長                                  0.64                0.60                1.00                0.80
4､ 本社役員クラス                                 0.44                0.40                0.75                0.00
表13　コア人材を昇進させる職位
選択肢４、全くないを０点、あまりないを１点、どちらかというと多いを２点、非常に多いを３点とし、回答企業の平均をとった。
年齢
職務
一定年齢までに幅広い職務を経験し、将来の中核となる人材を育成するキャリア
一定年齢までに１つの職務で高度な専門性を身につけ、その分野のプロフェッショナル
を育成するキャリア
一定年齢までに狭い範囲の職
務を経験し、企業内スペシャリストを育成するキャリア
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図1　キャリア形成パターン
成するキャリア、以下スペシャリストと略す。1 つ回答）
表 14 にみられるように、ミャンマー企業は、これまではパターン 1 の幅
広いキャリアが最も多く（42.1％）、次いでパターン 3 のスペシャリスト
（31.6％）、パターン 2 のプロフェッショナル（26.3％）であった。今後はパタ
ーン 3 のスペシャリストが大きく増加し（42.1％）、パターン 1 はやや減少し
（36.8％）、パターン 2 がやや減少する（21.1％）。日系企業のこれまでと今後
を比較すると、パターン 1 は大幅に増加し（33.3％→58.4％）、パターン 2 は
変わらず、パターン 3 は大きく減少する（33.3％→8.3％）。中国系と韓国系は
ともにパターン 3 が大幅に増加する。傾向的には、中国系と韓国系の方が日
系よりもミャンマー企業に近いと思われる。
⑧コア人材を定着させるための施策（表 15）（選択肢 9、「全く有効でない」を 0 点、
「あまり有効でない」を 1 点、「どちらかというと有効である」を 2 点、「非常に有効
である」を 3 点とし、回答企業の平均をとった）
ミャンマー企業で上位 3 つを見ると、1 位表彰制度（2.35）、2 位給与・賞
与の反映幅の拡大（2.32）、3 位能力開発の機会の拡充（2.17）である。日系
は 1 位給与・賞与の反映幅の拡大、2 位能力開発の機会の拡充、3 位裁量権
の拡充、中国系は 1 位給与・賞与の反映幅の拡大、2 位報奨金・奨励金制度、
3 位表彰制度、韓国系は 1 位表彰制度、2 位給与・賞与の反映幅の拡大、3 位
社内公募制である。ミャンマー企業の上位との共通施策は、日系、中国系、
韓国系とも 2 つであるが、ミャンマー企業の 1 位の表彰制度が中国系、韓
国系では上位 3 位以内に入っているが、日系は下位の 7 位である｡
⑨コア人材制度という考え方の受け入れについて（表 17）（「全く受け入れられな
い」を 0 点、「あまり受け入れられない」を 1 点、「どちらかというと受け入れられ
る」を 2 点、「大いに受け入れられる」を 3 点とし、回答企業の平均をとった。）
コア人材という考え方について、ミャンマー企業はプラス評価が多く、マ
イナス評価が少ないため 2.43 と受け入れ度がかなり高い。日系は 1.83 で、
中国系（2.00）よりも低いが、韓国系（1.80）よりは少し高くなった。
2．コア人材育成に関する各国企業の対応
コア人材育成に関する各国の対応を 4 か国全体の状況と同様に、①充足度（表 6）、
②採用方法（表 7）、③決定時期（表 10）、④昇進させる職位（表 13）、⑤育成施策の
実施率（表 11）、⑥選抜要件（表 8）、⑦キャリア形成パターン（表 14）、⑧定着施策
（表 15）、⑨受け入れ度（表 17）の順にまとめると以下のとおりである。
〈ミャンマー企業〉
①コア人材はやや不足しているが（−1.06）、不足感は強くない。
②採用方法は社員による紹介、新規学卒者による定期採用が多い。
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                                                    ミャンマー       日系                中国系             韓国系
今まで　　　パターン１                          42.1                33.3                  0.0                60.0
パターン２                          26.3                33.3                25.0                20.0
パターン３                          31.6                33.3                75.0                20.0
今後　　　　パターン１                          36.8                58.4                  0.0                40.0
パターン２                          21.1                33.3                  0.0                  0.0
パターン３                          42.1                  8.3                 100                60.0
表14　コア人材のキャリア形成のパターン（％）
定着施策                                   ミャンマー       日系                中国系             韓国系
1､ 給与等の反映幅の拡大                        2.32                2.58                2.75                2.40
2､ 昇進･昇格のスピード                          1.76                2.09                2.00                1.80
3､ 能力開発機会の拡充                           2.17                2.20                2.00                1.80
4､ 裁量権の拡大                                    2.00                2.20                1.75                1.80
5､ 報奨金･奨励金制度                             1.76                1.92                2.75                2.00
6､ ストックオプション制度                     1.00                0.44                0.67                0.67
7､ 社内公募制                                       1.07                0.70                1.50                2.33
8､ 表彰制度                                          2.35                1.64                2.25                2.75
9､ 福利厚生の充実                                 2.06                2.18                1.75                2.20
表15　コア人材を定着させる施策
選択肢９、全く有効でないを０点、あまり有効でないを１点、どちらかというと有効であるを２点、非常に有効であるを３点とし、
回答企業の平均をとった。
プラス評価                                                            ミャンマー   日系        中国系     韓国系
1､ 世の中の変化に対応できるシステムである                         2.18         2.18         1.67         2.50
2､ 限られた資源を有効に活用するシステムである                   2.21         2.18         2.25         2.50
3､ 人材が流動化する中で有効な人材育成のシステムである         2.14         2.30         2.00         2.50
4､ ホワイトカラーの選抜に有効なシステムである                   1.91         2.11         2.25         2.25
5､ 能力があるものを魅きつけるシステムである                      2.14         2.10         2.50         2.50
マイナス評価                                                         ミャンマー   日系        中国系     韓国系
6､ 選抜のための基準作りや評価が難しい                               1.64         2.40         2.00         2.25
7､ コア人材として選抜されたものへの負担が大きい                1.31         1.70         1.75         1.50
8､ コア人材の育成に費用や時間がかかる                               1.62         2.75         2.50         2.25
9､ コア人材の要件を満たす人材が少ない                               1.82         2.91         2.00         2.50
10､ コア人材以外の社員のモチベーションが失われる                1.58         1.89         1.67         1.50
11､ 人間関係がギクシャクする                                              1.08         1.89         1.00         1.25
表16　コア人材制度の評価
違うを０点、やや違うを１点、まあそうだを２点、そのとおりを３点とし、回答企業の平均をとった。
全く受け入れられないを０点、あまり受け入れられないを１点、どちらかというと受け入れられるを２点、大いに受け入れられるを
３点とし、回答企業の平均をとった｡
                                                    ミャンマー       日系                中国系             韓国系
コア人材制度の受け入れ度                       2.43                1.83                2.00                1.80
表17　コア人材制度の受け入れ度
③コア人材として入社から 3 年以内に 81.0％が決定され、決定されるのが早い。
④コア人材を昇進させる職位は、部長クラス（1.47）も役員クラス（1.00）、社
長（0.64）も比率が低い。
⑤コア人材の育成施策の実施率は 2 点以上が 1 つ、1.5 点以上も 1 つであり、
実施率は相対的に高い。
⑥コア人材の選抜は学歴、語学力、専門性等を重視している。
⑦現在までのキャリア形成はパターン 1 が相対的に多く、プロフェッショナル
型のパターン 2 は少ない。
⑧コア人材を定着させるための施策として表彰制度、給与・賞与の反映幅の拡
大、能力開発の機会の拡充等を重視している。
⑨将来企業の中核を担うと目される人を、早期に選抜・登用する「コア人材制
度」という考え方は、ミャンマー企業ではかなり受け入れられると考えられ
ている。
〈日系企業〉
①コア人材の充足度が 4 か国企業の中で最も低い（−1.83）。
②採用方法は社員による紹介と新聞・求人雑誌等による採用が多い。
③コア人材を選抜するのを決定する時期は、入社後 3 年以内が 50％を超えて
いて、他のアジア諸国における日系企業より早いが、4 か国中最も遅い。
④コア人材を昇進させる職位は、子会社部長クラスが 2 点を超え、子会社役員
クラスも 1.70 であるが、社長は 4 か国中最も少ない。
⑤コア人材の育成施策の実施率は中位数の 1.5 点コアを超えるものがなく、実
施率は高くない。
⑥語学力、リーダーシップ、実行力等を重視して選抜している。
⑦現在までのキャリア形成は 3 等分されているが、今後はパターン 1 が
58.4％と過半数を占める。
⑧コア人材を定着させるための施策として給与・賞与の反映幅の拡大、能力開
発の機会の拡充、裁量権の拡大等を重視している。
⑨コア人材制度という考え方がミャンマーで受け入れられると考える企業が 4
か国の中で 2 番目に少ない。
〈中国系企業〉
①コア人材はやや不足しているが（−1.00）、不足感は強くない。
②採用方法はインターネットによる採用、本社からの派遣・出向、新聞・求人雑
誌等による採用が多い。
③コア人材選抜の決定時期は入社後 3 年以内に 75.0％が決定される。
④コア人材を昇進させる職位は、子会社部長クラスは低いが、社長は 4 か国の
中で最も高い。
⑤コア人材の育成施策の実施は 2 点以上が 2 つ、1.5 点以上が 2 つあり、4 か
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国中最も高い。
⑥語学力、学歴、専門性等を重視して選抜している。
⑦現在までのキャリア形成はパターン 3 が 75.0％を占めている。
⑧コア人材を定着させるための施策として給与・賞与の反映幅の拡大、報奨
金・奨励金制度、表彰制度等を重視している。
⑨コア人材制度という考え方は、ミャンマーで比較的受け入れられると考えら
れている。
〈韓国系企業〉
①コア人材の充足度はマイナスであるが、不足感はそれほど高くない。
②採用方法は社員による紹介が 2 点を超えているが、他に 1.5 点を超えている
ものもない｡
③コア人材選抜の決定時期は入社 3 年以内で 80％が決定される。
④コア人材を昇進させる職位は、子会社部長クラスと子会社役員クラスでは日
系より低いが、社長は上回る。
⑤コア人材の育成施策の実施は 1 点を超えるものはなく、4 か国企業の中で最
もコア人材育成策の実施率は低い。
⑥語学力、問題解決力、実行力等を重視して選抜している。
⑦現在までのキャリア形成はパターン 1 が 60％を占める。
⑧コア人材を定着させるための施策として表彰制度、給与・賞与の反映幅の拡
大、社内公募制等を重視している。
⑨コア人材制度という考え方は、ミャンマーで受け入れられると考える企業が
4 か国の中で最も少ない。
2──受け入れ度から見た4か国企業のコア人材育成についての評価
前節⑨の、将来企業の中核を担うと目される人を早期に選抜・登用する「コア
人材制度」という考え方の受け入れ度を中心に 4 か国企業のコア人材育成につい
て評価する（「表 18　在ミャンマー中国系企業のヒアリング調査の概要」以外のヒアリ
ングはミャンマー企業については注 3、日系企業については注 2、韓国系企業について
は本誌の黄論文を参照のこと）。
コア人材制度という考え方の受け入れ度は、ミャンマー企業はアンケートで
2.43、ヒアリングで 2.67 と非常に高い（ヒアリングで将来企業の中核を担うと目さ
れる人を、早期に選抜・登用するコア人材制度という考え方はミャンマー人に合うという
意見があった）。一方、日系はアンケート（1.83）もヒアリング（1.67）も受け入れ
度が非常に低い。その理由はヒアリングによると、約 20 年の軍政期に正常な教
育、ビジネスが行われなかったため、コア人材という考え方が普及するのに 20
年かかる、またコア人材制度が普及するレベルに達していないことが指摘されて
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質問事項
事業内容、
会社概要
コア人材の過不足状況
と採用・選抜方法
コア人材の育成とキャ
リア形成
コア人材に求められる
能力とリテンション策
問題点または今後の課
題
C-A 社
○2005 年 10 月設立、サービス業（旅行会社）
○中国三大航空会社（東方航空・国際航空・南方
航空）と提携し、ビザ・航空券・宿泊業務を請
け負う
○本社従業員 30 人、現地従業員 13 人（うちホ
ワイトカラー 13 人）
○資本形態：合弁（現地中国系企業 50％以上出
資）
〇海外進出の主要目的は現地市場の獲得
○取締役、部課長クラスの管理職は充足だが、専
門職（マーケティング、会計、法律）、事務系
スタッフはきわめて不足
○募集方法：主に新聞・雑誌・インターネットに
よる募集。新卒定期採用、本社からの派遣、社
員紹介、ヘッドハンティングは行っていない
○選抜要件：語学力（英語）、学歴、実行力
○人材の採用・育成について本社は干渉せず、現
地企業に委任している
〇コア人材としての見極め期間は 3 年以内
〇コア人材の育成についてこれまで時間的・資金
的余裕がなく実施してこなかったが、今後は確
実に行っていきたいと考える
○コア人材には特に外国語（英語）とパソコン操
作スキルが求められる
〇リテンション策はすべて金銭的報酬面（給与、
賞与、諸手当、福祉関係）で実施
○非金銭的報酬（昇進、研修、キャリア形成、表
彰制度）は効果がないため、実施していない
○自社コア人材の育成は遅れていると認識してい
る。今後は力を入れて実施していきたい
○コア人材の育成において公平性はきわめて重要。
従業員が不公平と感じないように注意している
C-B 社
○2010 年 10 月設立、中国を代表する大手 IT 民
間企業
○通信機器、通信装置、ソリューションの研究開
発、製造・販売
○本社従業員 600 人、現地従業員 200 人（全員
大卒でホワイトカラ ・ースタッフ）、うち管理者
50 人
○ミャンマーでの年間売上高は 4 億ドル（2014
年）
〇資本形態：中国企業独資
〇進出目的は現地市場、情報収集、第三国への輸
出
〇現地子会社への権限委譲がまだ行われていない
○トップ経営者、中間管理者、専門家（特に販売、
財務、設計、法律人材）、事務スタッフなどす
べて不足している
○募集方法：本社からの派遣、インターネットに
よる募集がメイン。新卒採用、新聞・雑誌広告、
職業紹介所も利用。内部推薦は利用していない
〇選抜要件：語学力（英語）、学歴（大卒以上）、
専門性
〇選抜・採用方法：現地企業の各部署で選抜し、
HR 部が最終決定する（筆記試験・面接）
○コア人材としての見極め期間は 1～3 年
○ミャンマーにも人材育成センターを設置する予
定（世界各地の進出先に設置している）
〇現在は中国国内にある自社養成大学で研修させ
ている
〇コア人材に複数のポストを経験させ、計画的に
人材のキャリア形成を図っている
○コア人材に求められる能力は英語と専門分野。
今の段階ではほかの能力を求めていない
○人材確保施策は給与・賞与の増加、昇進、表彰
制度が非常に有効、研修機会、権限移譲、スト
ックオプションも効果がある
〇コア人材の育成は今後大いに実施すべきである。
人件費コストを節減するためにも、管理者、専
門家の現地人への切り替えが必要と感じている
〇人材育成を通して現地社会に貢献し、現地との
「共存共栄」を図っていきたい
表18　在ミャンマー中国系企業のヒアリング調査の概要
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C-C 社
○1992 年 6 月設立、製造業（食品、機械、原材
料など多数）、販売業（卸売・小売）
○本社（華人経営）従業員 10,000 人、調査先企
業従業員 500 人（うちホワイトカラー 200 人）
○資本形態：中国企業と現地中国系企業との合弁
○進出目的は安価な労働力の利用、現地マーケッ
ト、第三国への輸出
〇現地法人にはすべての権限が委譲されている
○各クラスの管理職、専門家、事務スタッフなど
すべて充足している
○募集方法：親会社・関連会社からの派遣、新聞・
雑誌広告、内部紹介。新卒採用、ヘッドハンテ
ィング、インターネット募集は行っていない
○選抜要件：語学力、人物（人柄）、実行力
〇選抜・採用方法：現地子会社が選抜し、本社が
最終決定する
○コア人材としての見極め期間は最低 1 年。選
抜対象者によって 5 年かかる場合もある
○人材育成制度は非常に充実しており、大学での
研修、キャリア形成のためのジョブローテーシ
ョン、一定期間での本社勤務などを実施してい
る
○コア人材に対して語学力（英語・中国語）、品格
や人柄、実行力を求めている
○給与・賞与の増額、昇進のスピードアップ、研
修機会の提供、表彰制度、福祉の充実など、ス
トックオプション以外はすべて実施しており、
有効である
○コア人材のキャリア形成について、経験させる
職位や職種の範囲・バランスが重要である
○コア人材育成システムに大いに賛同し、今後も
実践していきたいが、人に関係する制度だけに
敏感で不透明な部分も多く、常に模索している
C-D 社
○2002 年 9 月設立
〇通信機器の製造・販売
○本社従業員 70,000 人。現地子会社 200 人（全
員ホワイトカラー）、管理者 30 人（全員中国
人）
○資本形態：中国企業の単独投資（国有民営）
〇進出目的は現地マーケット、第三国への輸出、
安価な労働力の利用
○現地子会社への権限委譲が行われておらず、人
事権、利益の分配、新規事業への投資などはす
べて本社で決定している
○専門家（特に販売、財務、総務・人事、法律）
人材はきわめて不足している
○募集方法：本社からの派遣、インターネットに
よる募集がメイン。新聞・雑誌広告、職業紹介
所、内部推薦も利用している。卒業後他社勤務
2 年以上の経験者を採用しているので、新卒採
用は行っていない
〇選抜要件：語学力（英語）、専門性、学歴（大卒
以上）
〇選抜・採用方法：HR 部が候補者を用意し（筆記
試験）、採用する部署が最終決定する（面接）
○コア人材としての見極め期間は最長 1 年。市
場の変化が速いので、それ以上は待てない
○外部研修機関および社内での専門知識・語学研
修、コミュニケーション関連の研修などを実施
している。パソコン操作は入社前に身につける
べきスキルなので、研修の対象外
〇能力開発システム、キャリア形成システムは一
応できているので、コア人材の育成に役に立っ
ていると考える
○コア人材に求められる能力はまず語学力である。
英語は必須。中国語人材は現地の華僑子弟を採
用しているので必要ない。専門知識も必要だが、
入社後の研修で補えるので、高いレベルを要求
していない
○人材確保施策は給与・賞与の増加、表彰制度、
研修機会の提供が非常に有効。昇進のスピード
アップや権限移譲も効果ある。ストックオプシ
ョンは実施していない
○能力開発システム、キャリア形成システムの精
緻化が課題
〇コア人材育成システムは社会的変化に対応する
システムとは理解していない。企業が直面して
いるのは常に市場なので、市場の急速な変化に
対応できるシステムになってほしい
いる５）。また、ミャンマー人はまじめだがのんびり（競争しない）した気質であ
るともいわれている 6）。
中国系は日系より受け入れ度がやや高い（2.00）が、その理由はコア人材の多
くを本社から派遣・出向させているからであり、現地コア人材の育成に熱心とは
いえない７）。
韓国系は受け入れ度が日系よりやや低い（1.80）。中国、インドネシア、ベトナ
ムに進出している中小規模の韓国系は韓国での本社機能が連絡事務所程度になっ
ているものがあり、本社からの応援は期待できず、企業の全機能を事実上現地で
賄わなければならないため、今いる現地人材をコア人材として育成する必要があ
るのでコア人材の受け入れ度は高かった８）。ミャンマーではなぜ日系よりやや低
いのであろうか。ヒアリングによると、これまでの大学教育が充実していなかっ
たため、大卒でも社内教育を通じた意識改革が大変難しいとしている。日系と受
け入れ度の低い理由が相似している。
──終わりに
本稿では、ミャンマーにおける人材育成の現状を「コア人材」の観点から、ミャ
ンマー企業・日系・中国系・韓国系を調査することにより明らかにした。ミャンマ
ー企業はコア人材制度はミャンマーで適合すると評価している企業が多いが、外
資系企業の日・中・韓系企業はコア人材制度を活用できていない。その理由として
日系と韓国系では軍政期の不正常な教育・ビジネス環境をあげている。軍政から
民政に移行したミャンマーで適切な教育・ビジネス施策が取られるか否かは今後
のミャンマーの経済発展・ビジネスの拡大に大きな影響を及ぼすと考えられる。
［すずき  いわゆき／ZHANG  Ying li］
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５）「全般的にみると、教育からみたミャンマーの人的資源は、同程度の経済レベルの国と比較すると高
い水準にあるといえる」（丹野勲『アジアフロンティア地域の制度と国際経営』、文眞堂 2010 年､102
頁）が、軍政期適切な教育が行われなかったということである。
６）「労働力の質については、『まじめ』だが、『のんびり』というのが現地日系企業の共通した認識だ。『の
んびり』ということに関しては、中国人の労働生産性を 100 とすると、ベトナム人が 80 で、ミャン
マー人は 60 との声が聞かれた」みずほ総合研究所『全解説ミャンマー経済』日本経済新聞出版社、
2013 年 202～203 頁。
７）ベトナムの中華系（台湾系）企業でもミャンマーと同様に中国大陸から幹部社員（陸幹）を導入し
ていた。張英莉「ベトナム台湾系企業における人材育成」（鈴木岩行、谷内篤博編著『インドネシア
とベトナムにおける日系企業のコア人材育成』八千代出版、2010 年）。
８）韓国系企業のコア人材育成について、中国での状況は鈴木、黄他「中国における外資系企業のコア
人材育成」『和光経済』第 37 巻第 3 号、2005 年。インドネシアとベトナムでの状況は黄八洙「イン
ドネシア韓国系企業における人材育成」、「ベトナム韓国系企業における人材育成」（鈴木岩行、谷内篤
博編著『インドネシアとベトナムにおける日系企業のコア人材育成』八千代出版、2010 年）。
